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四 利用者の人権保路 1998 5j三人権法と公約機関の範1m
1 1998 {F人tmitの f公約機関(こ!返する'lj僚の重VI旬
























既に， r営業譲渡(雇用保護)規出 (Transたr()fじndertakings(Protection of Em 
ployment) Regulation) J (TじPE)や政府プfイダンスによる保護斜度については
簡単な紹介喜子行ってきたが，個別労働の保護以外の側面についても紹介し，























































































































































































































































いと考える地方自治体が6el治体あった(その内， 1 地方自治体は i二記認ままにおい
て， )援用したと回答しているL
じNISONが具体例をあげているので，簡単に紹介しておし圭ロンドン・






とする c 保鰭省からの適用すべきという にもかかわらず，適用を拒百し
ている。つまり，労働者を犠牲にしてコスト念館約したいために，カ、イダン
スの適用を拒否しているむ'7エストミンスター・シティ・カクンシノレ




















次{こ， 68支部の関答に基づく統計的結果である c Iプfイダンスは，使用者
によって契約に適用されたか?Jという質問に対して， 42%の支部がガイ
ダンスは，能用者によって適用されなかったと回答し， 41%は，適用され



















(ヰ) NHSにおける f震用の維持 (ROE)モデルJ












































































































































































きるようにしている c 第一に，大臣にとって， r公的性質の職務 (functio!1s()f 
a public nature) Jを果たしているようにみえるもの (5条1項a号)であり，第
ニlこ， r公約機関との契約Jの下で，提供がその公的機擦の職務であるサー










































































































































ACPO (The Association of Chief Police Officers)，財政オンブズマン・サービス














または審判所， (b) その織務の一定のものが「公的性質の毅務 (fu則的nsof 
a public nature) Jである人喜子含むとしており，ニ種類の公的機関があること
を明確にしている。前者は，国や池方自治体のように， r純粋の (purc)公的














































































































































































































































































































and Social Care Act) 145条 1項は，サービス提供者が， 11998年人権法6条 3
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